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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第81期より連結財務諸表、第82期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以

前については記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第81期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 中間連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当中

間連結会計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) ― ― 14,177 ― 24,888

経常利益 (百万円) ― ― 523 ― 889

中間(当期)純利益 (百万円) ― ― 133 ― 418

純資産額 (百万円) ― ― 4,524 ― 4,416

総資産額 (百万円) ― ― 24,257 ― 23,113

１株当たり純資産額 (円) ― ― 266.26 ― 259.95

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 7.88 ― 24.60

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― 7.86 ― 24.53

自己資本比率 (％) ― ― 18.6 ― 19.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 3,073 ― 835

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △2,122 ― △1,982

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 970 ― 1,345

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) ― ― 3,853 ― 1,695

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

―
(―)

673
(165)

―
(―)

587
(148)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、第80期及び第81期中間までは関連会社の当期純利益の額及び

利益剰余金の額について重要性が乏しいため、記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、第81期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

５ 第81期より連結財務諸表、第82期中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用し

た場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動に

よるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は記載しておりません。 

６ 中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当中間会

計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 10,645 10,584 13,748 22,010 24,303

経常利益 (百万円) 503 263 537 657 827

中間(当期)純利益 (百万円) 271 158 153 361 363

持分法を適用した場合の 
投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 1,200 1,208 1,208 1,208 1,208

発行済株式総数 (株) 16,925,000 17,014,000 17,014,000 17,014,000 17,014,000

純資産額 (百万円) 3,890 4,147 4,359 4,067 4,306

総資産額 (百万円) 18,807 21,172 23,824 19,290 22,964

１株当たり純資産額 (円) 230.13 244.09 256.56 238.59 253.47

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 16.07 9.31 9.02 20.61 21.39

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 15.98 9.28 9.00 20.52 21.33

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 20.7 19.6 18.3 21.1 18.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 158 △ 8 ― 88 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 1,557 △ 849 ― △ 2,548 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,019 2,001 ― 1,892 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,322 2,597 ― 1,450 ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
447
(133)

540
(167)

618
(165)

458
(130)

535
(148)



２ 【事業の内容】 

当グループの企業集団は、当社及び子会社３社、関連会社２社、その他の関係会社３社により構成さ

れ、成形関連事業においては家電外装部品、自動車部品、物流産業資材、健康機器、金型の製造販売、

不動産関連事業においては建物の賃貸を主な内容として事業を展開しております。 

(１)事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

(２)主要な関係会社の異動 

主要な関係会社の異動については３［関係会社の状況］に記載のとおりであります。 

上記の企業集団等の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

 

※１ 当該子会社は、重要性が乏しいため非連結子会社としております。 

 ２ その他の関係会社である三甲不動産株式会社との取引はありません。 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有(被所有)割合」欄の(内書)は間接所有であり、外書は緊密な者等の所有割合であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であります。 

３ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

４ 当中間連結会計期間において、従業員数が83名増加しておりますが、これは、事業拡大に伴なう増員による

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員にはパートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

４ 当中間会計期間において、従業員数が83名増加しておりますが、これは、事業拡大に伴なう増員によるもの

であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は良好であります。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な
事業の内容

議決権の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

（連結子会社)
天昇ポーランドコーポ
レーション有限会社

ポーランド共
和国トルン市

50百万PLN 成形関連事業
60.0  
(00.0)

材料並びに金型の販
売
役員の兼任 １名

（持分法適用関連会社)
天昇アメリカコーポレ
ーション

アメリカ合衆
国サンディエ
ゴ地区

1,360万米ドル 成形関連事業
37.5  
(00.0)

役員の兼任 ４名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

成形関連事業     569(165)

不動産関連事業 1      

全社(共通) 103      

合計 673(165)

従業員数(名) 618(165)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

当社グループは、前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較

はいたしておりません。 

  

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や堅調な民間設備投資などにより、景気

は穏やかな回復を続けてまいりました。しかし、一方では、原油価格の高騰による原材料価格の上昇や

サブプライムローン問題に端を発する米国経済の減速、為替の動向等経営環境は先行きに不透明感を残

しました。 

当グループが属します合成樹脂成形加工業界は、お客様の海外における現地生産化が進むとともに、

ここ数年来素材価格の値上がりが続き依然として厳しい環境にあります。 

このような状況の中、当グループはお客様の現地生産化に対応するため天昇ポーランドコーポレーシ

ョン有限会社を平成18年12月20日に設立し新たに連結対象子会社としました。また、天昇アメリカコー

ポレーションを平成19年１月24日に設立し持分法適用会社といたしました。天昇ポーランドコーポレー

ション有限会社は資本金20億円（当社出資比率60％）で薄型ＴＶ部品の製造販売を目的に、ポーランド

共和国トルン市郊外に約70千㎡の土地を取得し、約15千㎡の工場を建設中であります。本格稼動は来年

２月を予定しておりますが、一部部品につきましては現地の成形メーカーへ発注し、得意先への納入を

開始いたしております。また、天昇アメリカコーポレーションも資本金15億77百万円（当社出資比率

37.5％）で薄型ＴＶ部品の製造販売を目的とし、工場はメキシコ共和国ロサリート地区に土地約80千㎡

を取得し、約22千㎡の工場を建設中であります。本格稼動は来年２月を予定しております。 

更に、国内においても自動車関連設備及び金型投資を中心に積極的な設備投資を進めてまいりまし

た。 

この結果、当中間連結会計期間は、売上高141億77百万円、営業利益５億82百万円、経常利益５億23

百万円となりました。特別損失には、誠に遺憾ながら取引先の自己破産に伴う貸倒損失２億51百万円、

健康寝具製造販売からの撤退損１億19百万円を計上したことにより当中間純利益は１億33百万円となり

ました。 

「成形関連事業」 

家電外装部品は、期初より受注が好調に推移し前年同期と比較して大幅な売上増となっておりま

す。自動車部品も新型立上げが寄与し売上増となっております。遊技機関連部品は新型の受注がなく

前年同期比大幅な減収となりました。 

物流産業資材では、医療用廃棄物容器「ミッペール」は新規販売ルート開拓等の効果により売上を

伸ばしております。金型についても、家電外装部品用及び自動車部品用金型が好調に推移いたしまし

た。 

以上の結果、成形関連事業の売上高は140億27百万円、営業利益は４億77百万円となりました。 

「不動産関連事業」 

当グループの不動産関連事業は、相模原市所在の賃貸建物と二本松市所在土地、伊那市所在の賃貸

建物から構成されております。 

当中間連結会計期間の売上高は１億50百万円、営業利益は１億６百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

営業活動によるもの    投資活動によるもの    財務活動によるもの 

 3,073百万円        △2,122百万円         970百万円 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は38億53百万円となりま

した。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果、増加した資金は30億73百万円となりました。これは

主に、減価償却費５億44百万円及び営業債権24億18百万円減少のプラス要因があったことによるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は21億22百万円となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出14億79百万円及び投資有価証券の取得による支出６億30百万円で

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は９億70百万円となりました。 

これは主に、長期借入金による収入20億円、長期借入金の返済７億44百万円によるものでありま

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較はいたしておりま

せん。 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は販売金額によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント 生産高(百万円)

成形関連事業 13,835

不動産関連事業 ―

合計 13,835

事業の種類別セグメント
受注高 受注残高

金額(百万円) 金額(百万円)

成形関連事業 14,534 2,800

不動産関連事業 ― ―

合計 14,534 2,800

事業の種類別セグメント 販売高(百万円)

成形関連事業 14,027

不動産関連事業 150

合計 14,177

相手先
当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

シャープ株式会社 7,211 52.5



３ 【対処すべき課題】 

当グループは、「“お客様第一、お客様の満足を得る積極的な物造り”に努め、企業価値の増大と有用

且つ安定した産業貢献を図る」を基本方針とし、「“日本一の品質・適時納期・スピード・サービス”に

より、お客様から信頼・評価される企業を目指す」を事業運営方針として活動しております。 

当中間連結会計期間は、海外展開を本格的に開始し今後の業績拡大を図っていく重要な期間であり、そ

のために、グループ社員全員に再度事業経営方針の徹底を図り、お客様の多様なニーズにお応えすべく次

の重点課題の達成に向け邁進してまいります。 

また、当中間連結会計期間において、取引先の自己破産申請により多額の貸倒損失を計上いたしており

ます。今後とも債権管理の強化を図り再発防止に努めてまいります。 

成形関連事業 

・国内５工場及び海外子会社・関連会社への投資を積極的に進め現地生産体制の強化を図ってまいり

ます。 

・社員教育の重要性を認識し、社内外の研修制度を活用し現場に強い社員育成を継続してまいりま

す。 

・グループ一体となり、工場、営業、管理の全ての部門が、既存技術の継承・新技術開発を進め、お

客様からの信頼の獲得を目指します。 

・また、持続的な成長により企業価値を高めることが企業として社会的責任を果たす最も重要な課題

と認識し、今後とも努力してまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、当社の基本方針であります「お客様の満足を得る積極的な物

造り」を目指し、お客様から評価・信頼される「製品」を開発すべく研究を日々積み重ねております。

研究開発体制は、当社の特徴であります金型設計から成形、加工部門までの一貫生産体制を最大限生か

せるよう各部門が緊密な連携・協力体制の下、活動を進めております。 

当中間連結会計期間に支出した研究開発費の総額は８百万円であります。 

事業部門別の研究開発活動は、次のとおりであります。 

成形関連事業 

家電・ＯＡ部門では、お客様の開発部門と緊密な連携・協力関係を保ち、製品設計段階からお客様

への積極的な提案活動を行っております。また、最新の成形技術・塗装技術等の取得に向け、日々情

報収集に力を注いでおります。当中間連結会計期間における研究開発費の金額は８百万円でありま

す。 

不動産関連事業 

土地及び建物の賃貸を業務としていますので、研究開発費の金額は計上いたしておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

天昇ポーラ
ンドコーポ
レーション
有限会社

ポーランド
工場 
(ポーランド
共和国)

成形関連 
事業

成形工場 
新設

4,075 966
自己資金 

及び 
借入金

平成19年 
５月

平成19年 
12月

生産能力
 20％増



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注） 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。          

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,014,000 17,014,000
東京証券取引所
（市場第二部）

―

計 17,014,000 17,014,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

 
（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日）

中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日）

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日）

新株予約権の数（個）   122（注）１   122（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 122,000 122,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり181（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
 平成16年７月１日～ 

平成21年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    181,000 

資本組入額 11,102,000
同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権者は、権利行使時

においても、当社の取締役もし

くは従業員の地位にあることを

要す。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはこの限りで

ない。 

 新株予約権者の相続人による

権利行使は認めない。 

 その他の条件は取締役会決議

により決定するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を必要とする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
－ －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



 
（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

株主総会の特別決議日（平成15年６月27日）

中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日）

提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日）

新株予約権の数（個）   142（注）１  142（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 142,000 142,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり422（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
 平成17年８月１日～ 

平成22年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    422,000 

資本組入額 29,962,000
同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権者は、権利行使時

においても、当社の取締役もし

くは従業員の地位にあることを

要す。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはこの限りで

ない。 

 新株予約権者の相続人による

権利行使は認めない。 

 その他の条件は取締役会決議

により決定するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を必要とする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
－ －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～  
平成19年９月30日

－ 17,014,000 － 1,208 － 897

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三甲不動産株式会社 岐阜県瑞穂市本田474番１ 5,882 34.57

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 3,462 20.35

菊 地 五 郎 東京都大田区 759 4.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 471 2.77

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 252 1.48

菊 地 茂 男 東京都目黒区 228 1.34

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26 220 1.29

菊 地 将 孔 東京都目黒区 219 1.29

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 209 1.23

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 194 1.14

計 ― 11,897 69.93



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権3個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式53株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであり

ます。 

 役職の異動 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

 普通株式
23,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
 普通株式

16,927,000
16,927 同上

単元未満株式
 普通株式

64,000
― 同上

発行済株式総数 17,014,000 ― ―

総株主の議決権 ― 16,927 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 天昇電気工業株式会社

東京都世田谷区若林 
２丁目39番２号

23,000 ― 23,000 0.1

計 ― 23,000 ― 23,000 0.1

月別 19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 268 285 282 282 285 275

最低(円) 250 251 260 267 251 230

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
ＳＴＳ室長兼営業第１部長

常務取締役 
ＳＴＳ室長兼営業第１部長

佐藤 勝正 平成19年９月10日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)より中間連結財務諸表を作成して

いるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

  

(4) 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位

で記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変

更いたしました。 

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度、前中間会計期間及び前事業年度についても百万円単

位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規

定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間

(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、そ

れぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けておりま

す。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,959 1,801

 ２ 受取手形 ※５ 1,283 1,399

 ３ 売掛金 6,483 9,012

 ４ たな卸資産 1,371 1,327

 ５ 繰延税金資産 276 191

 ６ その他 322 76

   貸倒引当金 △4 △0

   流動資産合計 13,692 56.4 13,809 59.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

   (1) 建物 ※1,2 3,165 3,196

   (2) 機械及び装置 ※1,2 1,192 1,260

   (3) 土地 ※２ 2,304 2,300

   (4) その他 ※１ 2,179 1,172

   有形固定資産合計 8,841 36.5 7,929 34.3

 ２ 無形固定資産 74 0.3 79 0.3

 ３ 投資その他の資産

   (1) 投資有価証券 1,539 1,198

   (2) 繰延税金資産 42 20

   (3) その他 107 121

    貸倒引当金 △40 △45

   投資その他の資産合計 1,648 6.8 1,295 5.6

   固定資産合計 10,564 43.6 9,303 40.2

   資産合計 24,257 100.0 23,113 100.0



 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 2,225 2,287

 ２ 買掛金 ※３ 6,138 6,108

 ３ 短期借入金 ※２ 810 870

 ４ 1年以内に返済する長期 
   借入金

※２ 1,467 1,268

 ５ 1年以内に償還する社債 1,350 1,350

 ６ 未払法人税等 170 192

 ７ 賞与引当金 276 264

 ８ 設備関係支払手形 112 96

 ９ その他 ※３ 1,044 1,010

   流動負債合計 13,595 56.0 13,448 58.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,150 1,325

 ２ 長期借入金 ※２ 4,160 3,098

 ３ 預り保証金 694 692

 ４ その他 132 131

   固定負債合計 6,138 25.3 5,247 22.7

   負債合計 19,733 81.3 18,696 80.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,208 1,208

 ２ 資本剰余金 897 897

 ３ 利益剰余金 2,138 2,055

 ４ 自己株式 △5 △5

   株主資本合計 4,239 17.5 4,156 18.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

163 213

 ２ 為替換算調整勘定 121 47

   評価・換算差額金等 
   合計

284 1.2 260 1.1

   純資産合計 4,524 18.7 4,416 19.1

   負債純資産合計 24,257 100.0 23,113 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 14,177 100.0 24,888 100.0

Ⅱ 売上原価 11,904 84.0 20,846 83.8

   売上総利益 2,272 16.0 4,042 16.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,689 11.9 3,055 12.2

   営業利益 582 4.1 986 4.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4 3

 ２ 受取配当金 4 6

 ３ その他 29 39 0.3 51 61 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 78 134

 ２ 持分法による投資損失 5 ―

 ３ 売上割引 13 3

 ４ その他 ― 98 0.7 21 158 0.6

   経常利益 523 3.7 889 3.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 1 0

 ２ 貸倒引当金戻入額 5 16

 ３ 投資有価証券売却益 ― 5

 ４ 受取補償金 28 ―

 ５ 前期損益修正益 ※３ 24 59 0.4 ― 22 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ ― 1

 ２ 固定資産除却損 ※５ 5 168

 ３ 投資有価証券売却損 ― 7

 ４ 貸倒損失 ※７ 251 ―

 ５ 事業撤退損 ※６ 119 376 2.6 ― 177 0.7

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

206 1.5 734 2.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

173 305

   法人税等調整額 △100 72 0.6 10 315 1.2

   中間(当期)純利益 133 0.9 418 1.7



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,208 897 2,055 △5 4,156

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △50 △50

 中間純利益 133 133

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － 82 △0 82

平成19年９月30日残高(百万円) 1,208 897 2,138 △5 4,239

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 213 47 260 4,416

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △50

 中間純利益 133

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△49 74 24 24

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△49 74 24 107

平成19年９月30日残高(百万円) 163 121 284 4,524



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,208 897 1,692 △4 3,794

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △50 △50

 役員賞与 △12 △12

 当期純利益 418 418

 新規連結に伴う増加高 8 8

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

－ － 362 △0 362

平成19年３月31日残高(百万円) 1,208 897 2,055 △5 4,156

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 272 － 272 4,067

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △50

 役員賞与 △12

 当期純利益 418

 新規連結に伴う増加高 8

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△59 47 △12 △12

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△59 47 △12 349

平成19年３月31日残高(百万円) 213 47 260 4,416



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間（当期）純利益 206 734

   減価償却費 544 834

   賞与引当金の増加額 11 55

   貸倒引当金の減少額 △1 △16

   売上値引引当金の増加額（△減少額） △33 80

   役員退職慰労引当金の減少額 - △68

   受取利息及び受取配当金 △9 △12

   支払利息 78 134

   持分法による投資損失 5 -

   有形固定資産売却益 △1 △0

   有形固定資産除却損 5 168

   投資有価証券売却益 - △5

   投資有価証券売却損 - 7

   貸倒損失 251 -

   事業撤退損 119 -

   受取補償金 △28 -

   前期損益修正益 △24 -

   売上債権の減少額（△増加額） 2,418 △2,256

   たな卸資産の増加額 △130 △120

   仕入債務の増加額(△減少額) △46 1,429

   未収入金の増加額 △158 △7

   未収消費税等の減少額 - 41

   未払消費税等の増加額 2 72

   その他 118 132

    小計 3,327 1,202

   受取補償金 28 -

   利息及び配当金の受取額 9 12

   利息の支払額 △85 △136

   法人税等の支払額 △206 △242

   営業活動によるキャッシュ・フロー 3,073 835

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △1,479 △1,762

   有形固定資産の売却による収入 4 14

   無形固定資産の取得による支出 △7 △40

   投資有価証券の取得による支出 △630 △38

   投資有価証券の売却による収入 - 72

   子会社株式の取得による支出 - △228

   その他 △9 0



 
  

   投資活動によるキャッシュ・フロー △2,122 △1,982



 
  

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △60 △20

   長期借入れによる収入 2,000 2,100

   長期借入金の返済による支出 △744 △1,433

   社債の発行による収入 - 1,000

   社債の償還による支出 △175 △250

   自己株式の取得による支出 △0 △0

   配当金の支払額 △50 △50

   財務活動によるキャッシュ・フロー 970 1,345

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 8 10

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,929 209

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,695 1,450

Ⅶ 合併による現金及び現金同等物の増加額 - 3

Ⅷ 新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額 228 31

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 3,853 1,695



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数   ２社

連結子会社の名称  

天昇塑料（常州）有限公司  

天昇ポーランドコーポレーション

有限会社

なお、天昇ポーランドコーポレー

ション有限会社については、重要性

が増したことにより、当中間連結会

計期間から連結子会社としておりま

す。

(1) 連結子会社の数   １社

連結子会社の名称  

天昇塑料（常州）有限公司  

なお、天昇塑料(常州)有限公司に

ついては、重要性が増したことによ

り、当連結会計年度から連結子会社

としております。

(2) 非連結子会社の名称

天昇キャップロール販売株式会社

 

 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は小規模であり、か

つ合計の総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等がいずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲より

除いております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

天昇キャップロール販売株式会社

天昇ポーランドコーポレーション

有限会社

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社はそれぞれ小規模で

あり、かつ合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等が

いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲

より除いております。

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数     １社

会社等の名称  

天昇アメリカコーポレーション

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数及び主要な会社等の名

称

該当はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称

（非連結子会社） 

天昇キャップロール販売株式会社

（関連会社） 

上海夏普模具工業控制系統有限公

司

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子

会社または関連会社は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないた

めであります。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称

（非連結子会社） 

天昇キャップロール販売株式会社

天昇ポーランドコーポレーション

有限会社

（関連会社） 

上海夏普模具工業控制系統有限公

司

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子

会社または関連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため

であります。



  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の（中

間）決算日等に関

する事項

連結子会社の天昇塑料(常州)有限公

司・天昇ポーランドコーポレーション有

限会社の中間決算日は、６月30日であり

ます。

中間連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

連結子会社の天昇塑料(常州)有限公司

の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ａ満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用して

おります。

ｂその他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法を採用しております。

（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用し

ております。

① 有価証券の評価基準及び評価方法

ａ満期保有目的の債券

同左

ｂその他有価証券

時価のあるもの

期末決算日の市場価格等に基づく

時価法を採用しております。

（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定しております。）

時価のないもの

同左

② デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

時価法によっております。

② デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

同左

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

ａ製品・仕掛品

総平均法による低価法によってお

ります。

ｂ原材料

移動平均法による原価法によって

おります。

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

ａ製品・仕掛品

同左 

 

ｂ原材料

同左 

 



  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

建物（附属設備を除く）

ａ平成19年３月31日以前に取得した

もの

旧定額法によっております。

ｂ平成19年４月１日以降に取得した

もの

定額法によっております。

建物以外

ａ平成19年３月31日以前に取得した

もの

旧定率法によっております。

ｂ平成19年４月１日以降に取得した

もの

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物      ７年～40年

機械及び装置  ２年～14年

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しておりま

す。

これに伴い、従来の方法によった

場合に比べ、当中間連結会計期間の

減価償却費は69百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ60百万円減少

しております。

なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

（追加情報）

平成19年３月31日以前に取得した

ものについては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっておりま

す。

当該変更により営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益は、

それぞれ18百万円減少しておりま

す。

① 有形固定資産

定率法（ただし、建物（附属設備

を除く）については定額法）を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物     ７年～40年

機械及び装置 ２年～14年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

② 無形固定資産

同左



  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当金の

計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権につ

いては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

② 賞与引当金

同左

③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づく

方法によっております。

③ 役員賞与引当金

同左

(4) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

(5) 重要なヘッジ会

計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

金利スワップに係る金銭の受払の純

額等をヘッジ対象の借入金の利息に

加減して処理しております。

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段・・金利スワップ

・ヘッジ対象・・借入金の支払利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略

しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(6) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方法によっ

ております。

同左

５ 連結子会社の資産

及び負債の評価に

関する事項

全面時価評価法を採用しております。 同左



  

 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フ ロ ー 計 算

書）における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な現金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な現金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

9,082百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

8,641百万円

 

 

 

 

※２ 担保に供している資産

  建    物 1,130百万円

  機械及び装置 2百万円

  土    地 697百万円

     計 1,830百万円

  担保に係る債務の金額

  短 期 借 入 金 510百万円

  １年以内に返済する 
  長 期 借 入 金

1,211百万円

  長 期 借 入 金 3,070百万円

       計 4,792百万円

  担保提供資産

  十六銀行抵当

  建    物 613百万円

  土    地 346百万円

     計 960百万円

  上記の担保資産に対する債務

  短 期 借 入 金 500百万円

  １年以内に返済する 
  長 期 借 入 金

487百万円

  長 期 借 入 金 1,720百万円

       計 2,708百万円

担保に対応する債務の金額には十六銀行より

の長期借入金2,208百万円及び短期借入金500百

万円が二重に含まれております。

 

 

 

 

※２ 担保に供している資産

 建    物 1,165百万円

 機械及び装置 3百万円

 土    地 697百万円

   計 1,866百万円

 担保に係る債務の金額

 短 期 借 入 金 570百万円

 １年以内に返済する
  長 期 借 入 金

1,084百万円

 長 期 借 入 金 2,320百万円

   計 3,974百万円

 担保提供資産

 十六銀行抵当

 建    物 591百万円

 土    地 346百万円

   計 938百万円

 上記の担保資産に対する債務

 短 期 借 入 金 500百万円

 １年以内に返済する
  長 期 借 入 金

421百万円

 長 期 借 入 金 1,047百万円

   計 1,969百万円

担保に対応する債務の金額には十六銀行より

の長期借入金1,469百万円及び短期借入金500百

万円が二重に含まれております。

※３ 支払信託

下記債務には債権者が債権を資金化できる支

払信託が含まれています。

  買  掛  金 4,339百万円

  そ  の  他 262百万円

※３ 支払信託

下記債務には債権者が債権を資金化できる支

払信託が含まれています。

 買  掛  金 4,144百万円

 そ  の  他 233百万円

 ４ 偶発債務

電力供給に関する購買契約

 平成15年８月より10年間自家発電による電力

を継続的に買い受ける契約を締結しておりま

す。

 これを中途解約した場合、契約の残存期間の

解約損害金の支払義務が生じます。平成19年９

月末に中途解約した場合の解約損害金見積額は

135百万円であります。

 ４ 偶発債務

電力供給に関する購買契約

 平成15年８月より10年間自家発電による電力

を継続的に買い受ける契約を締結しておりま

す。

 これを中途解約した場合、契約の残存期間の

解約損害金の支払義務が生じます。平成19年３

月末に中途解約した場合の解約損害金見積額は

124百万円であります。

※５ 中間連結会計期間末日満期手形

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理してお

ります。

なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の連結中間期末日満期手

形が、中間連結期末残高に含まれております。

  受取手形 134百万円

  支払手形 7百万円

※５ 連結会計年度末日満期手形

 連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手形

が、連結会計年度末残高に含まれております。

 受取手形 147百万円

 支払手形 4百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

  荷造運賃 609百万円

  給料手当・賞与 436百万円

  賞与引当金繰入額 83百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

 荷造運賃 1,070百万円

 給料手当・賞与 797百万円

 賞与引当金繰入額 98百万円

※２ 固定資産の売却益は、次のとおりであります。

  機械及び装置 1百万円

※２           ―

※３ 前期損益修正益は、次のとおりであります。

  過年度未払費用の戻入益 24百万円

※３           ―

※４           ― ※４ 固定資産の売却損は、次のとおりであります。

 機械及び装置等 1百万円

 

※５ 固定資産の除却損は、次のとおりであります。

  工具器具備品等 5百万円

※５ 固定資産の除却損は、次のとおりであります。

 建    物 135百万円

 構 築 物 1百万円

 機械及び装置 21百万円

  具車 両運搬 1百万円

 工具器具備品 9百万円

   計 168百万円

※６ 事業撤退損は、次のとおりであります。

  健康寝具の製造販売事業 
  から撤退することから発 
  生する損失

119百万円

※６           ―

※７ 貸倒損失は、次のとおりであります。

  取引先広重産業株式会社 
  に対する売掛債権に係る 
  貸倒損失

251百万円

※７           ―



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  845株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 17,014,000 － － 17,014,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 22,208 845 － 23,053

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 50 3.0 平成19年3月31日 平成19年6月29日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  1,425株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,014,000 － － 17,014,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,783 1,425 － 22,208

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 50 3.0 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50 3.0 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（中間期末）

  現金及び預金 3,959百万円

  預入金額が３ヶ月を超え 
  る定期預金

△106百万円

  現金及び現金同等物 3,853百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 

（期末）

 現金及び預金 1,801百万円

 預入金額が３ヶ月を超え
  る定期預金

△106百万円

 現金及び現金同等物 1,695百万円

 ２           ─  ２ 合併

当連結会計年度に合併した第一化研株式会社

より引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次の

とおりであります。また、合併により増加した

資本金及び資本準備金はありません。

合併により引き継いだ資産・負債

 流動資産 134百万円

 固定資産 646百万円

  資産合計 780百万円

 流動負債 319百万円

  負債合計 319百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機 械 及 び
装置

661 225 436

工 具 器 具
及び備品

16 13 2

ソ フ ト ウ
ェア

18 15 3

合計 696 253 442

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 

 
(百万円)

機 械 及 び
装置

724 239 484

工 具 器 具
及び備品

16 11 4

ソ フ ト ウ
ェア

18 12 5

合計 759 264 495

②未経過リース料中間期末残高相当額

  １年以内 95百万円

  １年超 355百万円

  合計 451百万円

②未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 99百万円

 １年超 402百万円

 合計 501百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

  支払リース料 57百万円

  減価償却費相当額 52百万円

  支払利息相当額 6百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

 支払リース料 106百万円

 減価償却費相当額 97百万円

 支払利息相当額 8百万円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左 

 

・利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

  １年以内 6百万円

  １年超 8百万円

  合計 14百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 １年以内 6百万円

 １年超 11百万円

 合計 17百万円



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
当中間連結会計期間において、有価証券について減損処理を行なったものはありません。 

なお、減損処理にあたっては、当中間連結会計期間における時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行っております。 

  

種類
取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照
表計上額 
（百万円）

差  額 
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 81 253 172

(2) 債券               ― ―              ―

(3) その他 ― ― ―

小計 81 253 172

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 84 79 △4

(2) 債券 3 3 ―

(3) その他 ― ― ―

小計 87 82 △4

合計 168 335 167

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

満期保有目的の債券

 割引金融債 28

 劣後債 100

その他有価証券

 非上場株式 187

子会社株式及び関連会社株式

 子会社株式 ―

 関連会社株式 885



前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 
当連結会計年度において、有価証券について減損処理を行なったものはありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行っております。 

  

種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額 

（百万円）

差  額 
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

(1) 株式 118 342 223

(2) 債券               ―              ―              ―

(3) その他 0 0 0

小計 118 342 224

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

(1) 株式 3 2 △1

(2) 債券 11 11              ―

(3) その他               ―              ―              ―

小計 15 14 △1

合計 134 357 222

連結貸借対照表計上額
（百万円）

満期保有目的の債券

 割引金融債 50

 劣後債 100

その他有価証券

 非上場株式 187

子会社株式及び関連会社株式

 子会社株式 228

 関連会社株式 274



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれ

もヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。

同左



前へ 

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各区分のおもな製品 

     （１）成形関連事業 ・・・・ 家電外装部品、自動車部品、物流産業資材及び金型 

     （２）不動産関連事業 ・・・ 土地及び建物の賃貸 

   ３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償

 却資産の減価償却の方法」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、改正後の法人税法に基づく方法に変 

 更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費 

 用は、「成形関連事業」が69百万円増加し、営業利益が60百万円減少しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２ 各区分のおもな製品 

     （１）成形関連事業 ・・・・ 家電外装部品、自動車部品、物流産業資材及び金型 

     （２）不動産関連事業 ・・・ 土地及び建物の賃貸 

  

成形関連事業
(百万円)

不動産関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ売上高及び営業損益

 売上高

 (1)外部顧客に対する 
   売上高

14,027 150 14,177 － 14,177

 (2)セグメント間の内 
   部売上高又は、振 
   替高

166 － 166 (166) －

     計 14,193 150 14,343 (166) 14,177

 営業費用 13,715 43 13,758 (164) 13,594

 営業利益 477 106 584 (2) 582

成形関連事業
(百万円)

不動産関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ売上高及び営業損益

 売上高

 (1)外部顧客に対する 
   売上高

24,590 297 24,888 － 24,888

 (2)セグメント間の内 
   部売上高又は、振 
   替高

 － － － － －

     計 24,590 297 24,888 － 24,888

 営業費用 23,811 90 23,901 － 23,901

 営業利益 779 207 986 － 986



【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しています。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しています。  

  



【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

(企業結合等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

     第一化研株式会社    合成樹脂成形加工 

（２）企業結合の法的形式 

     共通支配下の取引 

（３）結合後企業の名称 

     天昇電気工業株式会社 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

①被合併会社第一化研株式会社は当社100％出資子会社であり、自動車部品の合成樹脂成形加

工を業務としておりましたが、生産体制、業務の効率化を目的として合併いたしました。 

②合併期日 

平成18年４月１日 

③合併の形式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、第一化研株式会社は解散しております。 

なお、全額出資子会社との合併でありますので、新株式の発行、資本の増加は行なってお

りません。 

  

２．実施した会計処理の概要 

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成18年12月

22日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行なっております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 266.26円 259.95円

１株当たり中間(当期)純利益 7.88円 24.60円

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

7.86円 24.53円

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

 中間（当期）純利益（百万円） 133 418

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る中間（当期）純利益 
 （百万円）

133 418

 期中平均株式数（千株） 16,991 16,992

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利
益金額

 中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ―

 普通株式増加数（千株） 37 47

 (うち新株予約権) (37) (47)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

新株予約権
  株主総会の特別決議 
    平成15年6月27日 
   （新株予約権 142個）

新株予約権 
  株主総会の特別決議 
    平成15年6月27日 
   （新株予約権 142個）



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   当社の連結子会社である天昇ポーランドコーポレー

ション有限会社は、中間決算日後に下記のとおり総

額1,937百万円の借入を実施しております。

(1)借入先：国際協力銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、 

      三井住友銀行

(2)利率：EURIBOR(6M)+0.125%、 

     WIBOR(6M)+1.000%、7.260%

(3)返済方法：6ヶ月毎

(4)実施時期：平成19年８月９日～ 

       平成19年11月30日

(5)返済期限：平成24年８月14日～ 

       平成26年９月30日

(6)資金の使途：設備資金

１ 当社は、平成18年12月20日、ポーランド共和国北部

のトルン市に設立した天昇ポーランドコーポレーシ

ョン有限会社の設備投資資金として、平成19年４月

20日に1,700万PLN（714百万円）の出資払込を行い

ました。

２ 当社は、平成19年１月24日、アメリカ合衆国カリフ

ォルニア州サンディエゴ地区に三甲株式会社との合

弁会社、天昇アメリカコーポレーションを設立し、

平成19年５月９日に400万ドル（483百万円）の出資

払込を行いました。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,603 3,419 1,698

 ２ 受取手形 ※６ 1,576 1,283 1,399

 ３ 売掛金 6,495 6,225 8,884

 ４ たな卸資産 1,216 1,271 1,290

 ５ 繰延税金資産 155 276 191

 ６ その他 99 202 75

   貸倒引当金 △8 △4 0

    流動資産合計 12,138 57.3 12,674 53.2 13,540 59.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 3,039 3,153 3,184

  (2) 機械及び装置 ※1,2 1,268 1,087 1,157

  (3) 土地 ※２ 2,199 2,304 2,300

  (4) その他 ※１ 876 1,183 1,016

   有形固定資産合計 7,384 34.9 7,730 32.5 7,659 33.4

 ２ 無形固定資産 68 0.3 74 0.3 79 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 512 465 507

  (2) 関係会社株式 762 2,649 990

  (3) 繰延税金資産 58 42 20

  (4) その他 292 229 211

    貸倒引当金 △45 △40 △45

   投資その他の 
   資産合計

1,580 7.5 3,345 14.0 1,684 7.3

    固定資産合計 9,034 42.7 11,150 46.8 9,423 41.0

   資産合計 21,172 100.0 23,824 100.0 22,964 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※６ 1,570 2,225 2,287

 ２ 買掛金 ※４ 4,651 5,898 6,109

 ３ 短期借入金 ※２ 830 810 870

 ４ １年以内に返済
する長期借入金

※２ 1,350 1,467 1,268

 ５ １年以内に償還 
   する社債

350 1,350 1,350

 ６ 未払法人税等 94 169 188

 ７ 賞与引当金 211 276 264

 ８ 設備関係支払手形 69 112 96

 ９ その他 ※4,5 1,027 1,023 975

    流動負債合計 10,155 48.0 13,333 56.0 13,410 58.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 2,500 1,150 1,325

 ２ 長期借入金 ※２ 3,536 4,154 3,098

 ３ 預り保証金 687 694 692

 ４ その他 145 132 131

    固定負債合計 6,869 32.4 6,132 25.7 5,246 22.8

   負債合計 17,024 80.4 19,465 81.7 18,657 81.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,208 5.7 1,208 5.0 1,208 5.3

 ２ 資本剰余金

  (1)資本準備金 897 897 897

   資本剰余金合計 897 4.2 897 3.8 897 3.9

 ３ 利益剰余金

  (1)その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 1,787 2,094 1,992

   利益剰余金合計 1,787 8.5 2,094 8.8 1,992 8.7

 ４ 自己株式 △4 0.0 △5 0.0 △5 0.0

   株主資本合計 3,888 18.4 4,195 17.6 4,093 17.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

259 1.2 163 0.7 213 0.9

   評価・換算差額等 
   合計

259 1.2 163 0.7 213 0.9

   純資産合計 4,147 19.6 4,359 18.3 4,306 18.8

   負債純資産合計 21,172 100.0 23,824 100.0 22,964 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 10,584 100.0 13,748 100.0 24,303 100.0

Ⅱ 売上原価 8,865 83.8 11,556 84.1 20,428 84.1

   売上総利益 1,719 16.2 2,191 15.9 3,874 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,410 13.3 1,603 11.7 2,952 12.1

   営業利益 308 2.9 588 4.2 921 3.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 34 0.3 41 0.3 64 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 79 0.7 92 0.6 158 0.7

   経常利益 263 2.5 537 3.9 827 3.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 8 0.1 59 0.4 22 0.1

Ⅶ 特別損失 21 0.2 376 2.7 177 0.7

   税引前中間(当期) 
   純利益

251 2.4 220 1.6 671 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

75 168 297

   法人税等調整額 18 93 0.9 △100 67 0.5 10 308 1.3

   中間（当期）純利益 158 1.5 153 1.1 363 1.5



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,208 897 1,692 △4 3,794

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △50 △50

 役員賞与(注) △12 △12

 中間純利益 158 158

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

- - 94 △0 94

平成18年９月30日残高(百万円) 1,208 897 1,787 △4 3,888

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 272 272 4,067

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △50

 役員賞与(注) △12

 中間純利益 158

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△13 △13 △13

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△13 △13 80

平成18年９月30日残高(百万円) 259 259 4,147



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,208 897 1,992 △5 4,093

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △50 △50

 中間純利益 153 153

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

- - 102 △0 102

平成19年９月30日残高(百万円) 1,208 897 2,094 △5 4,195

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 213 213 4,306

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △50

 中間純利益 153

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△49 △49 △49

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△49 △49 52

平成19年９月30日残高(百万円) 163 163 4,359



  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,208 897 1,692 △4 3,794

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △50 △50

 役員賞与 △12 △12

 当期純利益 363 363

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)
事業年度中の変動額合計
(百万円)

- - 299 △0 299

平成19年３月31日残高(百万円) 1,208 897 1,992 △5 4,093

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 272 272 4,067

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △50

 役員賞与 △12

 当期純利益 363

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△59 △59 △59

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△59 △59 239

平成19年３月31日残高(百万円) 213 213 4,306



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税引前中間純利益 251

 減価償却費 344

 貸倒引当金の減少額 △0

 受取利息及び受取配当金 △8

 支払利息 64

 有形固定資産売却益 △0

 有形固定資産売却損 1

 有形固定資産除却損 12

 投資有価証券売却損 7

 売上債権の増加額 △14

 たな卸資産の増加額 △40

 仕入債務の減少額 △658

 未収入金の増加額 △13

 未収消費税等の減少額 41

 未払消費税等の増加額 36

 前受金の増加額 72

 その他 53

    小計 147

 利息及び配当金の受取額 8

 利息の支払額 △66

 法人税等の支払額 △99

   営業活動によるキャッシュ・フロー △8

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △838

 有形固定資産の売却による収入 0

 無形固定資産の取得による支出 △13

 投資有価証券の取得による支出 △0

 投資有価証券の売却による収入 60

 関係会社株式の取得による支出 △50

 貸付金の回収による収入 1

 その他投資にかかる支出 △11

 その他投資にかかる収入 2

   投資活動によるキャッシュ・フロー △849



 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 短期借入金の返済による支出（純額） △60

 長期借入による収入 1,900

 長期借入金の返済による支出 △712

 社債の発行による収入 1,000

 社債の償還による支出 △75

 自己株式の取得による支出 △0

 配当金の支払額 △50

   財務活動によるキャッシュ・フロー 2,001

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,143

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,450

Ⅶ 合併による現金及び現金同等物の増加額 3

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末残高 2,597



(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準 

  及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算出）

 時価のないもの

  移動平均法による原価

  法

(2)デリバティブ

時価法

(3)たな卸資産

製品・仕掛品

 総平均法による低価法

 原材料

  移動平均法による原価

  法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

     同左

子会社株式及び関連会社株

式

     同左

その他有価証券

 時価のあるもの

     同左

  

  

  

 

 

 時価のないもの

     同左

(2)デリバティブ

     同左

(3)たな卸資産

 製品・仕掛品

     同左

原材料

     同左

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

     同左

子会社株式及び関連会社株

式

     同左

その他有価証券

 時価のあるもの

期末決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算出）

 時価のないもの

     同左

(2)デリバティブ

     同左

(3)たな卸資産

製品・仕掛品

     同左

 原材料

     同左

２ 固定資産の減価償 

  却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法（ただし、建物

(附属設備を除く)について

は定額法）を採用しており

ます。

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。

 建物   ７年～４０年

 機械及び

 装置   ２年～１４年

(1) 有形固定資産

建物（附属設備を除く）  

ａ平成19年３月31日以前

に取得したもの

旧定額法によっており

ます。

ｂ平成19年４月１日以降

に取得したもの

定額法によっておりま

す。

建物（附属設備を除く）  

ａ平成19年３月31日以前

に取得したもの

旧定率法によっており

ます。

ｂ平成19年４月１日以降

に取得したもの

定率法によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

 定率法（ただし、建物(附

属設備を除く)については定

額法）を採用しておりま

す。

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。

 建物   ７年～４０年

 機械及び

 装置   ２年～１４年

       



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

建物  ７年～40年

機械及び装置 

    ２年～14年

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所

得税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30

日  法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83

号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した

ものについては、改正後

の法人税法に基づく方法

に変更しております。

これに伴い、従来の方

法によった場合に比べ、

当中間会計期間の減価償

却費は69百万円増加し、

営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、そ

れぞれ60百万円減少して

おります。

（追加情報）

平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方

法によっております。

当該変更により営業利

益、経常利益及び税引前

中間純利益は、それぞれ

18百万円減少しておりま

す。

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。

 なお、自社使用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

     同左

(2) 無形固定資産

     同左

３ 引当金の計上基準 
 

(1) 貸倒引当金
 債権の貸倒による損失に
備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権及び破産更生
債権については、個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。

(1) 貸倒引当金
     同左

(1) 貸倒引当金
     同左



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 賞与引当金
 従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上し
ております。

(2) 賞与引当金

     同左

(2) 賞与引当金

     同左

(3)     ― (3) 役員賞与引当金
 役員に対して支給する賞
与の支出に充てるため、支
給見込額に基づく方法によ
っております。

(3) 役員賞与引当金
 役員に対して支給する賞
与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上して
おります。
（会計方針の変更）
 当連結会計年度から「役
員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日企業会計基
準第４号）を適用しており
ます。
 この結果、従来の方法に
比べて、営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純
利益が、14百万円減少して
おります。

(4)退職給付

 当社は、平成15年6月1日

付で確定給付型の退職給付

制度（退職一時金制度およ

び適格年金制度）から確定

拠出年金制度に移行しまし

た。本移行に伴う年金資産

の未移換額（移行時の自己

都合要支給額のうち個人年

金口座へ移行した額を控除

した額で、移行時は80,240

千円）は、制度移行後4年

間で個人口座に支払われる

予定であり、平成18年９月

末の残高は、15,130千円で

あります。

(4)    ―

     

(4)    ―

    

(5) 役員退職慰労金

従来、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、役員

退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しており

ましたが、平成18年６月29

日の定時株主総会の決議を

もって役員退職慰労金制度

を廃止したため、廃止日ま

での在任期間に対応した役

員退職慰労金59,988千円

は、確定債務として、固定

負債のその他に含めて表示

しております。

(5)     ―

   

(5)     ―

     



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理 

  方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

     同左 

 

     同左 

 

５ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、金利ス

ワップに係る金銭の受払の

純額等をヘッジ対象の借入

金の利息に加減して処理し

ております。

(1)ヘッジ会計の方法

     同左

(1)ヘッジ会計の方法

     同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段)

  金利スワップ

  (ヘッジ対象)

  借入金の支払利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

(3)ヘッジ方針

 借入金の金利動向リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

(3)ヘッジ方針

     同左

(3)ヘッジ方針

     同左

(4)有効性評価の方法

 特例処理によっている金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。

(4)有効性評価の方法

     同左

(4)有効性評価の方法

     同左

６ 中間キャッシュ・ 

  フロー計算書にお 

  ける資金の範囲

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

― ―

７ 外貨建の資産又は 

  負債の本邦通貨へ 

  の換算基準 

 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

     同左 

 

 

 

 

 外貨建金銭債権債務は、

期末決算日の直物為替相場

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

８ その他の中間財務 

  諸表（財務諸表） 

  作成のための基本 

  となる事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

     同左 

 

 

     同左 

 

 



(会計処理の変更) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は4,147百万円でありま

す。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

(企業結合に係る会計基準等)

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（平成15年10月31日

企業会計審議会）及び「事業分離等

に関する会計基準」（平成17年12月

27日 企業会計基準委員会 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（平成17年12月27日

企業会計基準委員会 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しておりま

す。

―
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は4,306百万円でありま

す。 

 

 

 

 

 

(企業結合に係る会計基準等)

 当事業年度において、会社法（平

成17年法律第86号）施行後に締結さ

れた契約に係る企業結合又は事業分

離等に係る会計処理については、

「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）及

び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成17年12

月27日）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成18年12月22日）を適用し

ております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成19年３月31日現在)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,254百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,012百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,595百万円

 

※２ 担保資産

   担保提供資産

 工場財団抵当

  建物 1,197百万円

  機械及び 
  装置

3百万円

  土地 697百万円

  合計 1,898百万円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 530百万円

 長期借入金 3,833百万円

 (１年以内に返済予定のも 
 のも含む)

 合計 4,363百万円

 

※２ 担保資産

   担保提供資産

 工場財団抵当

  建物 1,130百万円

  機械及び
  装置

2百万円

  土地 697百万円

  合計 1,830百万円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 510百万円

 １年以内に返 
 済する長期借
 入金

1,211百万円

 長期借入金 3,070百万円

 合計 4,792百万円

 

※２ 担保資産

   担保提供資産

工場財団抵当

 建物 1,165百万円

 機械及び 
  装置

3百万円

 土地 697百万円

 合計 1,866百万円

   上記の担保資産に対する債務

短期借入金 570百万円

１年以内に返 
 済する長期借 
 入金

1,084百万円

長期借入金 2,320百万円

合計 3,974百万円

 

 

担保提供資産

 十六銀行抵当

  建物 610百万円

  土地 346百万円

  合計 957百万円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 500百万円

 長期借入金 1,688百万円

 (１年以内に返済予定のも 
 のも含む)

 合計 2,188百万円

担保に対応する債務の金額

には十六銀行よりの長期借入

金1,688百万円及び短期借入金

500百万円が二重に含まれてお

ります。

 

 

担保提供資産

 十六銀行抵当

  建物 613百万円

  土地 346百万円

  合計 960百万円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 500百万円

 １年以内に返
 済する長期借
 入金

487百万円

 長期借入金 1,720百万円

 合計 2,708百万円

担保に対応する債務の金額

には十六銀行よりの長期借入

金2,208百万円及び短期借入金

500百万円が二重に含まれてお

ります。

 

 

担保提供資産

十六銀行抵当

 建物 591百万円

 土地 346百万円

 合計 938百万円

   上記の担保資産に対する債務

短期借入金 500百万円

１年以内に返 
 済する長期借 
 入金

421百万円

長期借入金 1,047百万円

合計 1,969百万円

担保に対応する債務の金額

には十六銀行よりの長期借入

金1,469百万円及び短期借入金 

500百万円が二重に含まれてお

ります。



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成19年３月31日現在)

３ 偶発債務

電力供給に関する購買契約

平成15年８月より10年間自

家発電による電力を継続的に

買い受ける契約を締結してお

ります。これを中途解約した

場合、契約の残存期間の解約

損害金の支払義務が生じま

す。平成18年９月末に中途解

約した場合の解約損害金見積

額は159百万円であります。

３ 偶発債務

(1)電力供給に関する購買契約

平成15年８月より10年間自

家発電による電力を継続的に

買い受ける契約を締結してお

ります。これを中途解約した

場合、契約の残存期間の解約

損害金の支払義務が生じま

す。平成19年９月末に中途解

約した場合の解約損害金見積

額は135百万円であります。

３ 偶発債務

電力供給に関する購買契約

平成15年８月より10年間自

家発電による電力を継続的に

買い受ける契約を締結してお

ります。これを中途解約した

場合、契約の残存期間の解約

損害金の支払義務が生じま

す。平成19年３月末に中途解

約した場合の解約損害金見積

額は124百万円であります。

       ─

 

(2)銀行借入に対する債務保証

関係会社の金融機関からの

借入金に対して、次のとおり

債務保証を行っております。

 天昇アメリ
 カコーポレ 
 ーション

958百万円

 天昇ポーラ
 ンドコーポ 
 レーション 
 有限会社

476百万円

        ─

※４           ─ ※４ 支払信託

下記債務には債権者が債権

を資金化できる支払信託が含

まれております。

 買掛金 4,339百万円

 その他 262百万円

※４ 支払信託

下記債務には債権者が債権

を資金化できる支払信託が含

まれております。

買掛金 4,144百万円

その他 233百万円

※５ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

のその他に含めて表示してお

ります。

※５ 消費税等の取扱い

同左

※５      ─

※６ 中間期末満期手形の処理

中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間末

日は金融機関の休日であった

ため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれて

おります。

 受取手形 145百万円

 支払手形 19百万円

※６ 中間期末満期手形の処理

中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間末

日は金融機関の休日であった

ため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれて

おります。

 受取手形 134百万円

 支払手形 7百万円

※６ 会計年度末日満期手形の処理

会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換

日をもって決済処理しており

ます。なお、当会計年度末日

は金融機関の休日であったた

め、次の会計年度末日満期手

形が会計年度末残高に含まれ

ております。

受取手形 147百万円

支払手形 4百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

 受取利息 2百万円

 受取配当金 6百万円

 為替差益 8百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目

 受取利息 5百万円

 受取配当金 4百万円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 5百万円

受取配当金 6百万円

※２ 営業外費用の主要項目

 支払利息 46百万円

 社債利息 17百万円

 たな卸資産 
 評価損

1百万円

 社債発行費 10百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目

 支払利息 59百万円

 社債利息 19百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 96百万円

社債利息 38百万円

たな卸資産 
 評価損

1百万円

 

※３ 特別利益の主要項目

 貸倒引当金 
 戻入額

8百万円

※３ 特別利益の主要項目

 貸倒引当金
 戻入額

5百万円

 受取補償金 28百万円

 前期損益修正
 益

24百万円  

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証 
 券売却益

5百万円

貸倒引当金 
 戻入額

16百万円

※４ 特別損失の主要項目

 固定資産 
 除却損

12百万円

 固定資産 
 売却損

1百万円

 投資有価証 
 券売却損

7百万円  

※４ 特別損失の主要項目

 固定資産
 除却損

5百万円

 貸倒損失 251百万円

 事業撤退損 119百万円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産
 除却損

168百万円

固定資産
 売却損

1百万円

 ５ 減価償却実施額

 有形固定資産 333百万円

 無形固定資産 10百万円

 ５ 減価償却実施額

 有形固定資産 511百万円

 無形固定資産 11百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 785百万円

無形固定資産 22百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 500株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   845株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   1,425株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 17,014,000 ― ― 17,014,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 20,783 500 ― 21,283

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 50 3 平成18年３月31日 平成18年６月29日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 22,208 845 ― 23,053

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 20,783 1,425 ― 22,208



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,603百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6百万円

現金及び現金同等物 2,597百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び
装置

640 294 345

工具器具
及び備品

16 9 6

ソフトウ
ェア

21 12 9

合計 677 316 360

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械及び
装置

661 225 436

工具器具
及び備品

16 13 2

ソフトウ
ェア

18 15 3

合計 696 253 442

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 

 
(百万円)

機械及び
装置

724 239 484

工具器具
及び備品

16 11 4

ソフトウ
ェア

18 12 5

合計 759 264 495

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 85百万円

１年超 283百万円

合計 368百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 95百万円

１年超 355百万円

合計 451百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 99百万円

１年超 402百万円

合計 501百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 46百万円

減価償却費 
相当額

44百万円

支払利息相当額 3百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 57百万円

減価償却費
相当額

52百万円

支払利息相当額 6百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 106百万円

減価償却費
相当額

97百万円

支払利息相当額 8百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ・利息相当額の算定方法

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

  …… 同左

 ・利息相当額の算定方法

  …… 同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

  …… 同左

 ・利息相当額の算定方法

  …… 同左

２       ― ２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 8百万円

合計 14百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間会計期間において、有価証券に減損処理を行ったものはありません。 

なお、減損にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行っております。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

   前中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の

対象から除いております。 

  

(企業結合等関係) 

   当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

区分 当中間会計期間末

その他有価証券
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差  額 
(百万円)

 ① 株式 90 349 259

 ② 債券

     社債 11 11 ―

     その他 0 0 0

計 102 362 260

区分 中間貸借対照表計上額

① 満期保有目的の債券 
   割引金融債券

50

   劣後債 100

② その他有価証券 
  非上場株式

462

③ 子会社株式 
  非上場株式

300



   (１)中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。 

  



次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

   １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益、算定上の基礎は、以 

  下のとおりであります。 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 244.09円 256.56円 253.47円

１株当たり中間(当期)

純利益
9.31円 9.02円 21.39円

潜在株式調整後1株当た

り中間(当期)純利益
9.28円 9.00円 21.33円

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1株当たり中間（当期）純利益

中間純利益又は当期純利益
（百万円）

158 153 363

普通株主に帰属しない金額
（百万円）

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益
（百万円）

158 153 363

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,993 16,991 16,992

潜在株式調整後1株当たり中間 
(当期)純利益

中間（当期）純利益調整額
（百万円）

― ― ―

普通株式増加数（千株） 57 37 47

（うち新株予約権 (千株)） ( 57 ) ( 37 ) ( 47 )

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり中間(当期)純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要 
 
 

新株予約権 
株主総会の特別決議日 
平成15年6月27日 
（新株予約権 146個）

新株予約権
株主総会の特別決議日 
平成15年6月27日 
（新株予約権 142個）

新株予約権 
株主総会の特別決議日 
平成15年6月27日 
（新株予約権 142個）



前へ 

(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  海外合弁会社の設立 

 当社は、平成18年10月20日開

催の取締役会において、ポーラ

ンド国内に合弁会社の設立を決

議いたしました。この設立は、

近時のお客様の海外展開に伴

い、当社の主力生産品目であり

ます家電外装部品の供給をタイ

ムリーに行い、お客様の需要に

お応えするためのものでありま

す。設立時期は平成19年１月末

までを予定しております。な

お、社名、出資比率等は、現在

協議中であります。 

 また、当社は、平成18年12月

21日開催の取締役会において、

三甲株式会社とアメリカ合衆国

カリフォルニア州サンディエゴ

地区に合弁会社を設立し、メキ

シコ合衆国ティファナ地区でこ

の合弁会社の生産子会社による

成形事業を開始することを決議

いたしました。設立時期は平成

19年１月末までを予定しており

ます。なお、社名、出資比率等

は現在協議中であります。この

設立は、ポーランドの合弁会社

設立と同趣旨であり、海外展開

を積極的に図ってまいります。

 

  銀行借入等に対する債務保証 

 当社は、中間決算日以降に関

係会社である天昇ポーランドコ

ーポレーション有限会社及び天

昇アメリカコーポレーションの

以下の銀行借入等に対して、債

務保証を行っております。

天昇ポーランド
コーポレーショ
ン有限会社

1,461百万円

天昇アメリカコ
ーポレーション

1,930百万円

―



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年４月５日関東財務局長に提出。 

  

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年５月21日関東財務局長に提出。 

  

(3) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第81期（自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に

提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年７月31日関東財務局長に提出。 

  

(5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能又は取立遅延のおそれ）の規

定に基づく臨時報告書を平成19年９月４日関東財務局長に提出。 

  

(6) 臨時報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（5）臨時報告書の訂正報告書）を平成19年９月11日関東財務局長に提出。 

  

(7) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（3）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月19日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
 
  

平成19年12月25日

  

天 昇 電 気 工 業 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている天昇電気工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、天昇電気工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間連結会計

期間から、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更した。 

２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である天昇ポーランドコーポレーション有

限会社は総額1,937百万円の借入を実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

取 締 役 会 御 中

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   大 野   功

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  加 藤  達 也

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
 
  

平成18年12月22日

  

天 昇 電 気 工 業 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている天昇電気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、天昇電気工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月20日及び12月21日開催の取締役会におい

て、ポーランド及びアメリカ合衆国に合弁会社を設立することを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

取 締 役 会 御 中

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   青 木  雄 二

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  廣 瀬   稔

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
 
  

平成19年12月25日

  

天 昇 電 気 工 業 株 式 会 社 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている天昇電気工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第82期事業年度の

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、天昇電気工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当中間会計期間か

ら、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税

法に基づく減価償却方法に変更した。 

２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は関係会社の銀行借入等に対して債務保証を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

取 締 役 会 御 中

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   大 野   功

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  加 藤  達 也

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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